
 
 

公益財団法人小山台教育財団 2023年度事業計画 

 

2020 年から続く新型コロナウィルスの世界的な感染蔓延は、2022 年後半に入り我が

国においても漸く落ち着きを見せるようになった。こうした状況を踏まえ、2023年度

の当財団事業については、昨年度に続き感染拡大前の状況への回帰に努める方針であ

る。とりわけコロナ禍で大きな制約を受けてきた国際交流事業については、海外派遣

ならびに受入を極力実現する方向で進める。その他の事業活動についても、コロナ下

で培ってきたオンライン会議・ウェブ配信等の運用を活用しながら内容の充実に努め

る。また、財務活動の一環としての基本財産運用に関して、金利状況に若干好転の兆

しが伺えるものの依然楽観は許されず、従来の手法だけに捉われない運用手法の検討

を引き続き進めていく。 

 

I．国際交流事業（公益目的事業） 

青少年の国際相互理解教育を推進するため、国際交流を通じて異文化体験を行うとと

もに、真に日本を理解する能力を身につけるため、海外派遣並びに海外チャレンジ支

援を実施する。 

 

1．海外体験派遣 

英国ボーンマス市に高校生・大学生を派遣し、ホームステイをしながらキングス・カ

レッジで世界各国の青少年とともに語学研修を受講するプログラム。高校 1年生はエ

クスペリエンス・コース、高校 2年生以上はインテンシブ・コースを受講する。海外

体験派遣は、過去 3年度に渡りコロナ禍のために取り止めてきたが、2023年度につい

ては、コロナ感染症に対する英国ならびに我が国の状況・意識が改善に向かいつつあ

ることを踏まえて再開する。2023年度は、キングス・カレッジでの研修に加え、ボー

ンマス市近郊の私立トマスハーディ―スクール校との交流の実現を目指す。財団が指

定する添乗員 1 名が同行し、財団が指名するリーダー2 名と連携して派遣生の相談や

安全確保に努める。 

（1）事業対象者：品川区内都立高等学校生徒（小山台、大崎、八潮）およびその卒

業生である大学生、合計 20名（予定）。 

（2）期間：2023年 7～8月 の 23日間（予定）。 

      

2．ドイツ交換交流派遣 

ドイツ、ベルリンの私立カニジウスコレーク・ギムナジウム校と連携して、日独間で

学生の派遣と受入を隔年毎に行うプログラム。2022年度は、夏にドイツ団を受入れる

年に当たったが、コロナ禍のために中止した。しかしながら、その後のコロナ感染症

の内外の状況の好転を踏まえ、年度後半の 12 月末から翌 2 月初にかけて、日本団の



 
 

ドイツ派遣とドイツ団の受入とを、実に 3年半ぶりに行った。2023年度はドイツ派遣

の年度となり、日本からの派遣生がカニジウス校生徒の家庭にホームステイし、ドイ

ツ側の家庭および生徒との交流を行う。派遣生は現地滞在中、ドイツの政治・文化・

歴史・伝統に触れるとともに現地での活動を通じて日独相互理解の促進を図る。派遣

生の引率として、財団役職員が 1 名同行し、財団が指名するリーダー1 名と連携して

派遣生の相談や安全確保に努める。 

（1）派遣対象者：品川区内都立高等学校生徒（小山台、大崎、八潮）及びその卒業

生である大学生、合計 10名（予定）。 

（2）期間：2023年 7月～8月中の 23日間（予定）。 

 

3．台湾交換交流派遣 

台湾斗六市にある環球科技大学と連携して学生の派遣と受入を行うプログラム。毎年

春に日本側学生を台湾に派遣し、同大学での講義、実習に台湾側学生とともに参加し、

台湾の文化・歴史・伝統を学ぶとともに相互交流を深める。財団役職員が同行し、財

団が指名するリーダー1名と連携して派遣生の相談や安全確保に努める。 

（1）派遣対象者：品川区内都立高等学校（小山台、大崎、八潮）の卒業生である大

学生 10名（予定）。 

（2）期間：2024年 3月中の 10日間（予定）。 

 

4．海外チャレンジ支援 

次世代を担う若者の成長に寄与するため大学生の海外留学・研修に対する助成金支給

を行うプログラム。 

（1）制度の目的 

     海外における留学・研修・専門的研究・インターンシップ・ボランティア・芸

術・スポーツ等様々な活動を通じて学び・研鑽の実を挙げるとともに異文化体

験を深める機会を提供し、それを通じて我が国の将来を担う有為な人材の育成

を支援する。 

（2）制度の運用方法 

   ① 募集人数：3 名（予定）。 

   ② 対象者：品川区内都立高等学校（小山台、大崎、八潮）の卒業生である大学生。 

   ③ 支援プログラムおよび支援内容：長期留学、短期研修および多様性キャリア開

発の 3 種類。 

 

II．奨学育英事業 

1．品川区内都立高校向け奨学育英事業（公益目的事業） 

有用な人材育成に寄与し、我が国の文化と国民生活の向上に資することを目的として、



 
 

品川区内都立高等学校（小山台、大崎、八潮）に在学する、就学意欲のある有為な生

徒で、経済的理由で学業が困難な者に対して、奨学金の給付を行う。 

（1）一般奨学金 

   ① 対象：高校 2年生以上の生徒 合計 30 名（予定）。 

   ② 給付額：6月から翌年 3月まで月額 1 万 5千円（1人、年間 15万円）。 

（2）臨時奨学金 

   ① 対象：高校 1年生もしくは家庭状況の急変等で緊急に援助が必要になった生徒

合計 12名（予定）。 

   ② 給付額：10月から翌年 2月まで月額 1 万 5千円（1人、年間 7 万 5千円）。 

 

2．都立千歳丘高校向け奨学育英事業（相互扶助等事業） 

（1）特別奨学金 

① 対象：千歳丘高校生徒 合計 1名（予定）。 

② 給付額：10月から翌年 2月まで月額 2万円（1人、年間 10万円）。 

 

III．社会教育事業（公益目的事業） 

社会公共の教育及び文化の発展に寄与するため、地域住民等に対する生涯学習の推進

及び文化の向上に関する事業を行う。2020～2022年度に引き続き、コロナ感染対策に

注意を払うとともに、コロナ禍で定着したウェブ配信での受講機会の提供を行う。 

 

１．公開文化講座 

地域住民等一般聴衆を対象とした文化講座を開催する。 

（1）募集対象：主として品川区、大田区、目黒区の住民。 

（2）開催頻度：年間 6回程度。 

（3）講座内容：歴史、文化、美術、伝統芸能、科学等をテーマとする講演。 

 

2．寺子屋小山台 

企業の第一線で活躍するビジネスマンを対象として日本社会の中核を担う人材を育

成するためのリーダー養成講座を開催する。 

（1） 募集対象：品川区内都立高等学校の卒業生を中心に概ね年齢 35歳～49歳の方々。 

（2）開催頻度：毎月 1回程度。 

（3）講座内容：政治・経済・国際関係等をテーマとする講義および討論。 

 

3．暮らしに役立つ講座 

社会保険労務士・行政書士・税理士を講師として身近なテーマを取り上げて解説する

講座を開催する。 



 
 

（1）募集対象：品川区内都立高等学校生徒の父兄ならびに近隣住民。 

（2）開催回数：年間 3回程度。 

（3）講座内容：年金、介護、相続等の社会保険制度・行政関連諸手続および税務に

関する解説。 

 

4．中学校のクラブ活動の支援 

中学校の課外クラブに対して、技術等の向上を図るための講習会を、小山台高等学校

の課外クラブが主催し開催する。 

（1）受講対象：品川区、大田区、目黒区の中学校課外クラブ部員等。 

（2）開催頻度：随時。 

（3）支援内容：小山台高等学校と協議して実施。 

 

5．ランチタイムコンサート 

地域住民等を対象としたコンサートを開催する。 

（1）参加対象：品川区、大田区、目黒区の住民・職域を中心とする一般向け。 

（2）開催頻度：毎月 1回程度。 

（3）内容：クラシックを中心とする演奏会。 

 

IV．学校教育事業（相互扶助等事業） 

都立小山台高等学校の教育環境の整備を図ることならびに小山台高等学校生徒の健

全な心身の育成を増進するために、小山台高等学校に対して下記プログラムの支援を

行う。 

（1）進路指導・学力向上助成 

（2）学校行事・班活動関係助成 

（3）学校広報関係助成 

（4）定時制関係助成 

 

V. 会館事業（相互扶助等事業） 

小山台会館は、財団活動の拠点として使用しているが、地域住民等に対して会議・会

合・懇親の会場として施設の貸出を行い、教育・福祉増進および文化の向上に寄与す

る役割も果たしている。2020～2022年度に引き続き、コロナ感染対策として会館内の

各室の換気励行やディスタンス確保などに勤めて運用を行う。2023年度は会館事業見

直し PT に於いて、会館ニーズの把握、利用利便性の向上、利用条件の改訂等、会館

利用の活性化に向けた諸施策を取りまとめる。 

（1）会館利用率向上に向けたアクションプランの推進 

  ① 広報活動。 



 
 

  ② 会館利用活性化に資する施策の検討。 

（2）長期修繕計画にもとづく施策の推進 

  ① 長期修繕計画に沿った個別建物補修・設備更新案件の検討。 

  ② 必要な個所の補修・設備更新の実施。 

 

VI. 海外派遣者ネットワーク（相互扶助等事業） 

2023年度は海外派遣者ネットワークの事業基盤の充実・強化に努め、今後の発展に向

けた施策を推進する。 

（1）制度の概要 

     当財団が実施する国際交流事業に参加した派遣経験者を主体とする会員組織を

通じて、これら派遣経験者間の相互交流・海外からの交換経験者との交流・そ

の他海外からの来日者との交流等の活動を推進する。 

（2）制度の運用方法： 

     当財団が主催する国際交流事業への参加者が、学校を卒業して社会人となった

後に、これらの対象者が加入できる会員組織を通じて以下の活動を推進するこ

とを当財団が支援する。 

   ① 会員相互の交流および親睦、ならびに会員と当財団の国際交流事業における派

遣生ないしは参加経験をもつ学生との交流。 

   ② 当財団の海外における連携先を通じて来日した海外からの交換経験者と会員

との日本ないしは海外における交流。 

   ③ 連携先の紹介による来訪者が日本に滞在する際の会員による交流。 

   ④ 会員に関する情報データベースおよび情報ツールの構築、会員に対する会員情

報の提供等。 

   ⑤ 上記各項の活動に対する当財団役職員の参加及び支援。 

 

VII. 財務活動（公益目的事業および相互扶助等事業） 

 

1．有価証券 

2022 年 12月末時点保有有価証券（額面）は 64億円。2023 年度に償還期限が到来す

る債券（3 億円）の見合い運用として資産運用規程に定める基準に従い最も有利な債

券等の購入を実施する。また、2024 年度の大量（14 億円）償還の到来を踏まえて、

従来の手法だけに捉われない運用手法導入について引き続き検討を行う。 

 

2．寄附金 

寄附金募集を行い、これまで多くの方からの応募があった。2023年度も財団活動への

理解・協力、事業の意義を幅広い関係者からご理解いただき資金面での支援が財源の



 
 

多様化として寄与し、将来にわたり定着させる観点から募集を推進する。 

 

VIII. 管理 

財団の業務遂行に伴う不測の事態に備えるため、必要に応じ都度見直しを行ない、引

き続きガバナンスおよびリスク管理体制の強化に努める。       

 

       以上 


